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要約 

 

本稿では、女性医師が活躍できるような環境整備を通じて、安心できる医療提供体制を

構築することを目指し、女性医師の離職を防止する政策に着目する。具体的な政策は、都

道府県が実施する「女性医師等就労環境改善事業」と「病院内保育所運営費補助事業」及

び「病院内保育所施設整備費補助事業」の三つである。 

近年、我が国では医師不足が深刻な問題となっている。OECD の調査によると、人口

1,000 人あたりの臨床医数は、平成 26 年度の調査の統計で確認された OECD 加盟国中下

位 5 番目に位置している。また、「病院における必要医師数調査結果」（2015）では、必

要医師数に対して現員医師数が計 1 万 3,000 人以上不足していることが示された。医師が

不足すると安定的な医療提供体制が維持できなくなるため、医師不足の解消は喫緊の課題

といえる。 

医師不足の解消のため、厚生労働省は様々な政策を打ち出してきた。大別すると、医学

部の定員増等による新たな医師の養成、そして医師の勤務環境を整備することによる、医

師の勤務継続の促進の二つである。本稿では、医師の勤務環境の整備に注目し、中でも、

離職・休職する割合が高く、近年増加傾向にある女性医師に焦点をあてる。女性医師の離

職・休職の主な理由は出産や育児である。医師不足解消の観点から、女性医師の就労の継

続は重要であるにもかかわらず、出産・育児を機に勤務を継続できなくなってしまうこと

を問題意識とする。 

第 1 章では、医師不足の現状を述べ、医師不足の解消に重要な役割を担う女性医師を取

り巻く現状を説明する。また、女性医師の就労継続を目的として行われている施策を説明

し、文献調査や聞き取り調査より明らかとなった課題について述べる。 

第 2 章では、先行研究を三つ挙げ、本稿の位置づけを述べる。一つ目は、女性医師のワ

ーク・ライフ・バランスにおける現状の課題と、それに対する支援ニーズを明らかにした

ものである。二つ目は、柔軟な勤務体制の確立や育児休業の取得できる安定した勤務環境

の整備が、キャリア構築に重要であることを明らかにしたものである。三つ目は、コント

ロール変数の参考としたものである。女性医師の勤務環境整備において、離職防止が効果

的であることに着目し、都道府県での取り組みが女性医師の離職防止に与える影響につい
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て定量的な分析を行ったものは筆者の知る限り存在しない。よって、その点に本稿の新規

性がある。 

第 3 章では、パネルデータを用いた二つの分析を行い、都道府県が打ち出す施策が女性

医師の離職防止に与える影響を明らかにする。被説明変数には、「医師・歯科医師・薬剤

師調査」から女性医師の増減を推定したものを採用し、説明変数には女性医師の離職防止

に関する政策を採用した。まず、分析Ⅰにおいては、「女性医師等就労環境改善事業」、

「病院内保育所運営費補助事業」、「病院内保育所施設整備費補助事業」の女性医師の離

職防止に対する影響について分析を行い、女性医師の勤務環境改善が離職防止に対して有

効であるという結果を得た。次に、分析Ⅱでは、分析Ⅰで有効であると分かった「女性医

師等就労環境改善事業」の具体的内容について分析を行い、「就労環境改善委員会」、「短

時間正規雇用制度」、「出勤希望日制」、「保育所以外の育児支援」が有効であることが

分かった。 

第 4 章では、第 3 章の分析結果をもとに、以下の政策提言を行う。 

【政策提言Ⅰ】女性医師等就労環境改善事業の実施 

【政策提言Ⅱ】都道府県による就労環境改善のための委員会の設置 

【政策提言Ⅲ】短時間正規雇用制度・出勤希望日制の利用促進のための環境整備 

【政策提言Ⅳ】育児支援におけるファミリー・サポート・センター事業の利用促進 

提言Ⅰでは、現在女性医師等就労環境改善事業を実施していない都道府県において、事

業を導入することを提言する。各都道府県に対するアンケート調査により、当事業を導入

していない都道府県における課題として、事業の制度設計が困難であることが明らかとな

った。そこで、厚生労働省が制度設計の参考となる先行事例をまとめ、全都道府県に提示

することで、事業の導入を促進する。 

提言Ⅱでは、都道府県が主体となり各医療機関との情報共有の場を設けることを提言す

る。この場は二次医療圏ごとに開催する。二次医療圏内の医療機関を集め、就労環境につ

いて協議しながら各医療機関に対して意識づけを行うことにより、各医療機関の就労環境

改善委員会の設置またはその他の就労環境改善の取り組みにつながると考える。 

提言Ⅲでは、女性医師等就労環境改善事業における短時間正規雇用制度及び出勤希望日

制に対する補助制度の利用を促進するため、複数主治医制を導入した医療機関に対し各都

道府県が補助金を交付することを提言する。複数主治医制とは、一人の患者の治療に対し、

複数の主治医が対応可能であるように体制を整備するものである。この体制を導入するこ
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とで、勤務環境改善のための制度を活用しやすい職場環境の整備、雰囲気づくりが可能に

なるといえる。また、複数主治医制の導入時に課題となる業務負担増加及び患者への理解

に対し、それぞれ医師事務作業補助者の導入及び患者への理解促進を提言する。 

提言Ⅳでは、女性医師に対する保育所以外の育児支援を充実させるために、地域全体で

育児をサポートする体制を活用することを提言する。具体的には、市町村が行うファミリ

ー・サポート・センター事業の情報提供及び活用促進である。ファミリー・サポート・セ

ンターとは、育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人によって構成される保育サポー

トシステムである。この制度の活用により、女性医師の過酷な勤務体制に柔軟に対応でき

る保育システムが構築され、女性医師の仕事と育児の両立を可能にする。 

以上の政策提言により、女性医師の離職防止が図られ、安心できる医療提供体制の構築

が実現されると考える。 
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はじめに 

 

近年、我が国では医師不足が深刻な問題となっている。OECD の調査によると、人口

1,000 人あたりの臨床医数は、平成 26 年度の調査で統計が確認された OECD 加盟国中下

位 5 番目に位置している。また、「病院における必要医師数調査」（2015）では、必要医

師数に対して現員医師数が計 1 万 3,000 人以上不足していることが示された。医師不足は、

特定の診療科の閉鎖や医師の過重労働を招き、国民が必要とする時に適切な医療を受けら

れる体制を損なわせるため、国民の生命にかかわる喫緊の課題であるといえる。 

長期に渡って安定的な医療提供体制を維持するためには、医師を新たに養成するだけで

なく、養成され有資格者となった医師の離職を防ぎ、勤務継続を促進することが重要とな

る。政府は勤務の継続を促進するために、就労環境の改善を政策として行ってきた。 

そのような中、女性医師は、男性医師と比較して出産や育児を理由として離職・休職す

る割合が高い傾向がある。井手野ほか（2013）では、臨床を離れた経験があると回答して

いる男性が 26％であるのに対して、女性は 49％であった。 

さらに、医師の構成に目を移すと、近年、女性医師の役割が高まっていることが分かる。

医師全体に占める女性医師割合は、平成 2 年から平成 26 年までに 11.5％から 20.0％まで

上昇した。総数からみても 2 万 4,000 人から 6 万 3,000 人という 2 倍以上の増加が認めら

れる。また、女性医師は特定の診療科に多い傾向があるといわれており、とりわけ政府が

重点的に医師不足対策を行っている小児科・産婦人科においては、若年層の女性医師の割

合が高まっている。平成 26 年度の「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると、25～29 歳

の医師における女性医師の割合が、小児科では 34.8％、産婦人科では 64.9％と、非常に高

い数値となっている。 

 以上のことから、離職する割合が高く、近年増加傾向にある女性医師の勤務環境を整

備することは、医師不足を解消し安定的に医療を提供する点において重要であるといえる。 

 これらのことを踏まえ、本稿では女性医師が勤務を継続し活躍できる社会を実現し、安

定的に医師を確保することで、「安心できる医療提供体制の構築」を実現することをビジ

ョンとし研究を進めていく。 



ISFJ2016 最終論文 

 

9 

 

第 1 章 現状分析・問題意識 

第 1 節 深刻な医師不足 

 

第 1 項 医師不足の状況 

近年、我が国では医師不足が深刻な問題となっている。医師不足を原因とする診療科の

閉鎖や病院施設の閉鎖、また救急患者のたらい回しによる死亡事故の発生などが数多く報

道されてきた。 

OECD の調査によると、人口 1,000 人あたりの臨床医数が、我が国は平成 26 年度時点

の統計で確認できる加盟国 24 か国中下位 5 番目に位置している（図 1）。また、厚生労働

省2の「必要医師数3実態調査」（2010）を踏襲した、日本医師会による「病院における必

要医師数調査結果」（2015）では、有効回答率 51.0％で医師が約 1 万 3,000 人不足してい

ることが明らかとなり（図 2）、実際にはさらに多くの医師が必要とされていると推測さ

れる。このように、国際的な視点と現場に即した視点の両方から、我が国において医師不

足の実態が存在することが確認される。 

 

                                                   
2以下厚労省とする。 

3地域医療において、現在、各医療施設が担うべき診療機能を維持するために確保しなければならない医師数。 
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図 1  人口 1,000 人あたり臨床医数

 

（OECD ホームページより筆者作成） 

 

図 2 我が国における必要医師数 

全国 8,462 病院を対象、有効回答率 51.0% 

（「日本医師会病院における必要医師数調査結果」（2015）より筆者作成） 
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第 2 項 医師不足による弊害 

 医師不足の状況下では、患者と医師の両者においてそれぞれ弊害が生じている。 

患者側の弊害としては、特定の診療科の利用制限や病院施設の閉鎖による医療の質の低

下が報告されている。平成 28 年には、愛知県の調査より、県内の 323 病院のうち、73 病

院が医師不足により、初診や時間外の患者の受け入れの制限や診療日数の縮小を行ってい

ることが明らかとなった。 

医師側の弊害としては、医師不足に伴う人員不足により、さらなる過重労働を強いられ

ていることが報告されている。労働政策研究・研修機構が行った「勤務医の就労実態と意

識に関する調査」（2012）によると、週あたり全労働時間が「60 時間以上」と回答した

医師が、回答者の 4 割にも上ることが明らかとなった。これは、労働基準法において定め

られている法定時間を大幅に超えて勤務している医師が多く存在することを意味している。

このことより、医師の中には勤務継続が困難になるものもいることが分かる。 

以上のことから、医師不足は、国民が必要とする時に適切な医療を受けられる体制を損

なわせるといえ、国民の生命にかかわる喫緊の課題であるといえる。 

 

第 3 項 医師不足への対策 

政府が医師不足の現状を改善するために行っている対策は、二つに大別される。一つは、

医学部の定員増などで、新たに医師の数を増加させ、医師不足の解消を図る政策である。

もう一つは、勤務環境の整備などにより、医師の勤務継続を促進する政策である。 

これらの二つの医師不足対策はどちらも重要である。長期に渡って安定的な医療提供体

制を構築するためには、新しく医師を養成するだけでなく、それによって有資格者となっ

た医師の就労環境を整備し、勤務継続を促進することが重要である。 

このような中、とりわけ女性医師は、男性医師と比較して離職する割合が高いのみなら

ず、近年増加傾向にもある。このことから、女性医師が勤務を継続することは、安定的な

医療提供体制の構築にとって必要であると考えられる。そこで、本稿では女性医師に着目

し、研究を進めていく。 
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第 2 節 女性医師に着目する意義 

 本節では、女性医師に焦点をあてた理由について詳述する。 

第 1 項 離職傾向にある女性医師 

女性医師は、男性医師と比較して出産や育児を理由として離職・休職する割合が高い傾

向がある。井手野ほか（2013）による「医師の生涯教育・復帰支援に関するアンケート調

査」では、臨床を離れた経験があると回答している男性が 26％であるのに対して、女性は

49％であった。片岡ほか（2014）でも、岡山大学卒業生及び同大学臨床系講座入局者のア

ンケート調査より、回答者の女性医師のうち離職経験のある女性医師は 46.6%であり、約

半数を占めることが示され、井出野ほか（2013）とほぼ同様の結果を得られた。 

男性医師と女性医師の就業率でみても、特に 60 歳までにおいて、女性医師は男性医師

よりも就業率が低く、女性医師が職を離れてしまう傾向があるといえる（図 3）。 

 

図 3 男性医師と女性医師の就業率 

（厚生労働科学研究（2006）「日本の医師需給の実証的調査研究」より抜粋） 
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第 2 項 増加する女性医師割合 

 前項で述べたように、女性医師は男性医師と比較して離職・休職する割合が高い傾向があ

る。そのような中、近年女性医師が増加している。医師全体に占める女性医師割合は、平

成 2 年から平成 26 年までに 11.5％から 20.0％まで上昇した（図 4）。また、総数からみて

も 2 万 4,000 人から 6 万 3,000 人という 2 倍以上の増加が認められる。その中でも特に、

若年層における女性医師の増加が顕著であり、医師国家試験の合格者における女性の割合

は平成 26 年度時点で約 3 分の 1 に及んでいる。 

また、女性医師は特定の診療科に多い傾向があるといわれている。とりわけ政府が重点

的に医師不足対策を行っている小児科・産婦人科においては、若年層の女性医師の割合が

高まっており、診療科内の医師不足に大きな影響を与えている。平成 26 年度の「医師・

歯科医師・薬剤師調査」によると、25～29 歳の医師における女性医師の割合が、小児科で

は 34.8％、産婦人科では 64.9％と、非常に高い数値となっている。 

女性医師が離職する傾向にある中で、女性医師は医師全体に占める割合が増加しており、

人員が不足している診療科に多い。よって、女性医師の勤務継続を促進することは、安定

的に医師を確保する上で解決すべき課題となっている。 

 以上より、本稿では医師の中でも特に女性医師に焦点をあて、女性医師を取り巻く勤務

環境に着目し、研究を行う。 

 

図 4 全医師に占める女性医師割合 

（平成 26 年度「医師・歯科医師・薬剤師調査」より筆者作成） 
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第 3 節 女性医師の就業継続に関する課題 

  

女性医師は、男性医師と比べて離職・休職する割合が高く、その主な理由は出産・育児

である。井手野ほか（2013）による「医師の生涯教育・復帰支援に関するアンケート調査」

では、臨床を離れた経験がある女性のうち 85%は「出産・育児」を理由としていた。 

さらに、女性医師の勤務状況は多忙なものとなっている。日本医師会による「女性医師

の勤務環境の現況に関する調査報告書」（2009）によると、調査対象である女性医師の約 7

割が日勤だけでなく時間外勤務をこなしていることが明らかとなった。さらに、女性医師

の約 85%が宿直4翌日に通常勤務を行っていることが分かった。 

以上より、離職する割合が高い傾向にある女性医師は、仕事と家庭の両立が困難な状況

にあり、女性医師が勤務を継続するためには、勤務環境を改善する必要があるといえる。 

 

第 4 節 研究対象 

 

 前節までにおいて、女性医師にとって仕事と家庭の両立が困難であり、出産・育児を機

に離職・休職する割合が高いことが明らかとなった。 

離職する女性医師に対する就労支援としては、離職防止と復職支援という二つの方法が

ある。しかしながら、片岡ほか（2014）より、女性医師における復職者への聞き取り調査

では、「一旦離職すると復職のハードルが上がる」という意見や、「離職を経て復職する

より離職しないこと、すなわち就労継続が重要である」といった意見が多く出された。よ

って、とりわけ離職せずに勤務を継続できる環境を整備することは、一旦離職したのち現

場に復帰することができない女性医師を増やさないことにつながり、女性医師の課題にお

いて重要な役割を果たすといえる。 

                                                   
4 使用者の命令によって一定の場所に拘束され、緊急電話の受理、外来者の対応、盗難の予防などの特殊業務に従事

するもので、夜間にわたり宿泊を要するものを宿直といい、勤務内容は宿直と同一で時間帯が主として昼間であるもの

を日直という。 
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 したがって、離職防止に関する施策を本稿における研究対象とすることが適していると

考え、以下では離職防止に関する施策に焦点をあてる。 

 

第 5 節 女性医師の離職防止に関する施策 

 

政府は、女性医師の重要性を認識し、様々な政策を講じてきた。 

政府が平成 18 年度に打ち出した「新医師確保総合対策」では、出産・育児等のライフ

ステージに対応した女性医師の多様な就業の支援を行うことが定められた。平成 19 年度

には、「新医師確保総合対策」に代わる、より実効的な医師確保対策として、「緊急医師

確保対策」を取りまとめ、女性医師等の働きやすい職場環境整備を図ることが定めた。さ

らに、平成 26 年度には、「日本再興戦略 改訂 2014」が閣議決定され、女性医師が働き

やすい環境の整備が事業目標として掲げられた。これを受け、厚労省は「女性医師のさら

なる活躍を応援する懇談会」を設置した。翌年に作成された当懇談会の報告書では、女性

医師が働きやすい環境整備の具体的な取り組みについて明示されるに至っている。 

このような現状の中、離職防止に関する施策として、女性医師等就労環境改善事業、病

院内保育所運営費補助事業、病院内保育所施設整備費補助事業が定められている（図 5）。

厚労省は、女性医師の離職防止に関する事業の枠組みを取り決め、各都道府県が、この事

業の実施主体となって、地域の実状に鑑みた上で事業の必要性を判断しこれを行っている。

事業対象はいずれもその地域の医療機関である。以下これらについて個別に説明する。 

 

（1） 女性医師等就労環境改善事業 

女性医師等就労環境改善事業とは、女性医師にとって仕事と家庭の両立がで

きる勤務環境の整備を目的として、そのための取り組みを行う医療機関に対し

て支援を行うものである。平成 25 年度までは女性医師等就労支援事業の枠組

みの中で、平成 26 年度からは地域医療介護総合確保基金5の枠組みで都道府県

が策定する計画に基づいて実施されている。基本的には、代替職員の人件費へ

                                                   
5国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上となると予測されている 2025 年に向け、平成 26 年度に地域における医療及び介護を

総合的に確保するため都道府県に新たに設置された基金。都道府県計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・

連携、在宅医療・介護の推進等）のために利用される。負担率は国が 2／3、都道府県が 1／3 となっている。 
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の補助が多い。具体的な補助対象には、主として以下のものが挙げられる。都

道府県に対するアンケート調査によると、全都道府県中 36 都道府県が事業内

で下記のいずれかの取り組みを行っている。 

 

（ア）就労環境の改善策を検討する委員会の設置 

女性医師等の就労環境の改善を目的として、会議を行う医療機関に対して、

補助を行う。アンケート調査より回答を得られた 41 都道府県のうち、5 道府

県が実施している。 

 

（イ）短時間正規雇用制度 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を

目的とし、そのために必要な代替職員の人件費等について医療機関に対し補助

を行う。アンケート調査より回答を得られた 41 都道府県のうち、21 道府県が

実施している。 

 

（ウ）出勤日希望制 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を

目的とし、女性医師が柔軟な勤務体制のもとで働けるように、代替職員の人件

費等について医療機関に対し補助を行う。アンケート調査より回答を得られた

41 都道府県のうち、5 府県が実施している。 

 

（エ）宿日直の免除 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を

目的とし、宿直や日直を免除するために必要な代替職員の人件費等について医

療機関に対し補助を行う。アンケート調査より回答を得られた 41 都道府県の

うち、18 道府県が実施している。 

 

（オ）保育所以外の育児支援 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を

目的とし、病院内保育所に関する取り組みを除く育児支援を行う医療機関に対
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して補助を行う。支援内容としては、主にベビーシッターの雇上や、ファミリ

ー・サポート・センター6の利用促進などが挙げられる。アンケート調査より

回答を得られた 41 都道府県のうち、14 道府県が実施している。 

 

（カ）その他、医師の就労環境の改善に係る取り組み 

 

（2） 病院内保育所運営費補助事業 

病院内保育所運営費補助事業とは、医療従事者の離職防止を促進すること目

的とし、医療機関に対して勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保育所の

運営費の一部を補助するものである。給付対象は医療機関で、給付金は主に保

育士の人件費に充てられている。平成 26 年度から地域医療介護総合確保基金

の枠組みで実施されるようになった。受け入れる保育児童の人数や、保育職員

数、保育時間によって補助基準が定められており、さらに 24 時間保育や病児

等保育を行う機関には補助額が加算される仕組みとなっている。アンケート調

査より回答を得られた 47 都道府県のうち、45 都道府県が実施している。 

 

（3） 病院内保育所施設整備費補助事業 

病院内保育所施設整備費補助事業は、医療従事者の離職防止を促進すること

を目的とし、地域医療介護総合確保基金の枠組みで実施されている。医療機関

に対して、病院内保育所を新築する場合や、既存の病院内保育所の増改築を行

う場合に、工事費及び工事請負費の一部を補助するものである。都道府県ごと

に、収容定員や面積によって補助基準額が定められている。アンケート調査よ

り回答の得られた 47 都道府県のうち、31 都府県が実施している。 

 

                                                   
6ファミリー・サポート・センターとは、育児の援助を受けたい人と援助を行いたい人によって構成される保育サポー

トシステムである。 
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図 5 女性医師の離職防止に関する施策

 

（筆者作成） 

 

第 6 節 施策の課題 

第 1 項 女性医師の感じる施策の効果 

前節で述べたように、女性医師の離職防止に対して様々な施策が実施されている。しか

しながら、女性医師がこれらの施策が十分に行われていると感じられていない現状がある。

日本医師会による「女性医師の勤務環境の現況に関する調査報告書」（2009）によると、

女性医師としての悩みについて、「仕事と家庭の両立」を 64.1%の女性が挙げており、ま

たそれを支えるための就労環境や規則などについては、「整備されていない」との回答が

40.2%で、「整備されている」と答えた 30.7%よりも多い結果となっている。 
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第 2 項 施策の課題に関する聞き取り調査 

女性医師に対する施策の実状や課題を探るため、大阪府医療対策課を訪問し、担当者へ

の聞き取り調査を行った。加えて、全国 47 都道府県担当部署に電話調査及び質問票送付

によるアンケート調査を行った。さらに、厚労省の方針をより詳細に把握するため、厚労

省への聞き取り調査を行った。都道府県への電話調査では 44 都府県、アンケート調査で

は 46 都道府県から回答を得た。 

大阪府医療対策課への聞き取り調査からは、前節までに述べた女性医師に対する事業に

おいて、いずれの施策・取り組みに関しても十分な効果検証がなされないまま実施されて

いるという課題が明らかになった。 

都道府県に対する電話調査及びアンケート調査では、さまざまな施策の課題が挙げられ

た。女性医師等就労環境改善事業に関しては、「事業の制度設計が困難であること」、「医

療機関に対する事業の内容・成果の周知が十分でないこと」、「女性医師が短時間の勤務

体制を利用するためには、制度の整備だけでなく周りの理解が不可欠であること」等が挙

げられた。病院内保育所運営費補助事業及び病院内保育所施設整備費補助事業に関しては、

「運営費全体に対して補助額が小さく、補助の有効性が限られるということ」、「国の予

算が厳しいことから財源の確保が難しいこと」が施策の課題として挙げられた。 

また、厚労省への聞き取り調査によると、「女性医師が、短時間正規雇用制度や出勤日

希望日制などを利用する際、周囲の目や職場の雰囲気から、制度を利用しづらくなってい

る」ことが示唆された。 

大阪府及び厚労省への聞き取り調査の詳細については別添に記している。 

 

第 7 節 問題意識 

 

以上に述べたように、近年深刻な状況にある医師不足問題は、国民が必要なときに適切

な医療を受けられる環境の維持に大きな影響を及ぼすため、これを解決することは喫緊の

課題である。さらに、男性医師と比較して女性医師が離職する傾向にある中で、女性医師

が増加していることは、医師確保の観点から、重要な課題となっている。また、出産・育
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児に伴い離職・休職する割合が高い女性医師に対し、離職防止の対策を講じることは、女

性医師が勤務を継続するために重要である。 

 厚労省は、離職防止に関する施策として、女性医師等就労環境改善事業と、病院内保育

所運営費補助事業、病院内保育所施設整備費補助事業を定めている。各都道府県は、地域

の実状に合わせ必要性を判断し、これらを行っている。しかしながら、女性医師の中には

そのような施策が効果的に行われていないと感じている人が存在し、また都道府県による

施策の十分な効果検証はなされていない。すなわち、現状において実施されている施策が

本当に目標を達成しているかどうかは不透明である。 

したがって本稿では、医師不足解消の観点からして、女性医師は重要な存在であるにも

かかわらず、出産・育児を機に勤務を継続できないことを問題意識とし、女性医師の離職

防止に関する施策の効果検証を行っていく。 
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第 2 章 先行研究及び本稿の位置づけ 

第 1 節 先行研究 

 

女性医師に関する先行研究としては、アンケート調査などによる個票データを取り扱っ

た記述研究が多く存在する。その中でも、本節では、女性医師のワーク・ライフ・バラン

ス7における現状の課題とそれに対する支援ニーズを明らかにしたもの、そして柔軟な勤務

体制の確立や育児休業を取得できる安定した勤務環境の整備がキャリア構築に重要である

ことを明らかにしたものを取り上げる。また、これに加えコントロール変数の参考とする

ものを取り上げる。 

まず、女性医師がワーク・ライフ・バランスを保つために何を課題としているか、そし

てそれに対しどのような支援を必要としているかを分析し、階級別に明らかにした研究と

して米本（2014）がある。この研究では、女性医師 18 名に半構造化インタビュー調査を

行い、得られたテキスト・データへ修正版グラウンデット・セオリー・アプローチ（M-GTA）

8に基づいた質的分析を加え、その結果と先行研究で得られた知見との整合性による検証に

より、課題の明確化と支援ニーズを導出している。その結果、「性差役割分業意識」、「子

育てサポート不足」、「職務特性」、「組織特性」という四つの課題が明らかとなり、そ

れぞれに対し、「性差役割分業意識改革」、「子育てサポート」、「職務特性への対応」、

「人的資源管理」という支援ニーズがあることが分かった。 

次に、女性医師の勤務環境の整備がキャリア構築に重要であることを明らかにした研究

として、片岡ほか（2014）がある。この研究では、岡山大学卒業生及び同大学臨床系講座

                                                   
7 やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、

中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる状態のこと。 

8 グラウンデット・セオリー・アプローチ（以下 GTA）とは、データに密着した分析から独自の概念をつくっていく

質的研究法のことである。それらによって統合的に構成された説明図が分析結果として提示されるのがグラウンデット

セオリーと呼ばれる。GTA は、質的データを使いながらも数量的な方法と同じ厳密さで分析し、それによってデータ

に基づいた理論を構築していくことに重きを置くのに対し、修正版 GTA すなわち M-GTA は、研究者の問題意識に忠

実にデータをコンテキストでみていき、そこに反映されている人間の認識や行為、そしてそれに係る要因や条件などを

丁寧に研究していくものである。 
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に入局した女性医師 1403 名に質問票を送付し、420 名の得られた回答をもとに、離職に

影響を及ぼす要因について解析している。その結果、就労意欲の高い女性医師が多い傾向

があること、さらにそのような女性医師が環境要因によって就労が困難となる場合に、キ

ャリア支援の有用性が発揮されることが明らかとなった。そして、若手の女性医師に対す

るキャリア支援は、「家族のサポート」、「上司の理解」、「同僚の理解」、「家族の理

解」などのソフト面での支援だけではなく、育児休業や短時間正規雇用などの柔軟な勤務

体制の導入にも、高い有効性が認められることを示唆している。 

そして、コントロール変数の参考としたものとして、女性医師の就労に何が影響を与え

ているかを明らかにした野村ほか（2011）がある。この研究では、就労形態を被説明変数

として、専門医取得の有無、性差に伴う就労上の不利益な体験、男女就労機会格差、子ど

もの有無、世帯収入などの影響をロジスティック回帰分析にて検討している。このロジス

ティック回帰分析より、女性医師の就労に影響を与える因子が分かるため、本稿でも一部

参考にした。 

 

第 2 節 本稿の位置づけ 

 

本稿では、以上三つの先行研究を参考とし、どのような施策が女性医師の離職防止に影

響を与えるかを明らかにするため、実証分析を行う。 

先行研究の限界として、 

（1）女性医師の離職防止に絞って定量的な分析を行っていないこと 

（2）各都道府県における施策の効果を検証していないこと 

が挙げられる（表 1）。 

したがって、（1）の限界に対しては、女性医師が勤務を継続するために必要な離職防

止に関する施策に焦点をあて定量的な分析を行うこと、（2）の限界に対しては、実際の

施策について、各都道府県の施策の取り組みの差異を考慮した上で分析を行うことで、女

性医師の離職防止に対しどのような施策が有効であるのかを明らかにする。これが本稿の

新規性である。 
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本稿の分析及び政策提言は、これからの都道府県による、女性医師の活躍を促進する施

策の効果的な実施、ひいては地域の安定的な医療提供体制の構築に寄与するところが大き

いと考える。 

 

表 1 先行研究の内容と限界 

（米本（2012）「女性医師のワーク・ライフ・バランスに関する質的研究」、片岡ほか（2014）

「女性医師の離職と復職に関する現状と課題」、野村ほか（2011）「女性医師の就労に影

響を与える因子の検討」より筆者作成） 

米本（2012）
「女性医師のワーク・ライフ・バラ
ンスに関する質的研究」

片岡ほか（2014）
「女性医師の離職と復職に関する
現状と課題」

野村ほか（2011）
「女性医師の就労に影響を与える
因子の検討」

内
容

○女性医師がワーク・ライフ・バラ
ンスを保つために何を課題としてい
るかを調査
○分析より女性医師が必要とする支
援をカテゴリー化

○女性医師の離職に及ぼす要因につ
いてアンケート調査より解析

○女性医師の就労に影響を与える
因子について定量的に分析

限
界

●実際の施策の効果を検証していな
い

●要因を明らかにするのみにとど
まっている
●有効性があると認められた支援に
ついて定量的な分析を行っていない

●離職防止に焦点を絞っていない
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第 3 章 分析 

第 1 節 分析の方向性 

 

現状分析で述べたように、女性医師に対する支援として、女性医師等就労環境改善事業、

病院内保育所運営費補助事業、病院内保育所施設整備費補助事業が行われており、これら

の事業は女性医師の離職防止に対し効果があることが示唆された。 

ゆえに、本稿では「離職防止を推し進める都道府県の政策が、女性医師の離職防止に影

響を与えている」ことを検証仮説とし、以下分析を行っていく。 

 

第 2 節 分析Ⅰ  

 

第 1 項 検証仮説 

分析Ⅰにおいては、前節で述べた目的を達成するため、女性医師等就労環境改善事業、

病院内保育所運営費補助事業及び病院内保育所施設整備費補助事業が女性医師の離職防止

に対し影響を及ぼすかどうかについて分析を行う。分析Ⅰにおける仮説は以下の通りであ

る。 

 

●仮説 1「女性医師等就労環境改善事業」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

女性医師等就労環境改善事業は、女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる勤務環境

の整備を目的として、そのための取り組みを行う医療機関に対して支援を行うものである。

女性医師の勤務継続可能な環境を作ることにつながることから、離職防止に対して正の影

響を与えると考えた。 
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●仮説 2「病院内保育所運営費補助事業」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

病院内保育所運営費補助事業は、医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内

保育所の運営に対する支援を行うものである。離職・休職の原因となる育児の負担の軽減

につながることから、離職防止に対して正の影響を与えると考えた。 

 

●仮説 3「病院内保育所施設整備費補助事業」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与

える。 

病院内保育所施設整備費補助事業は、病院内保育所の新設・増改築等に要する工事費等

を補助するものである。仮説 2 と同様、育児の負担を軽減させることにつながることから、

離職防止に対して正の影響を与えると考えた。 

 

第 2 項 分析とデータの枠組み 

分析Ⅰにおいては、上記の仮説を検証するため、パネルデータを用いた分析を行う。 

被説明変数として、「医師・歯科医師・薬剤師調査」を用いて都道府県別女性医師の増減

を推計したもの、説明変数として政策に関する変数と政策以外の影響をコントロールする

変数を採用した。 

女性医師の離職防止に関する先行研究は、個人標本データを用いた分析が多く、個人の

特性が離職に与える影響について研究を行ったものが多い。しかしながら本稿では、都道

府県が打ち出す政策が、個々の医師ではなく医療資源としての医師の供給に与える効果を

分析するため、都道府県別のデータを分析に使用する。モデルについては次項で詳述する。 

また、都道府県の政策の実施状況を把握するため全都道府県の担当課に対し電話調査及

びアンケート調査を行った。この調査から回答を得られた947 都道府県を対象として分析を

行う。 

 

                                                   
9 平成 28 年 10 月末現在 
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第 3 項 分析の概要 

女性医師等就労環境改善事業、病院内保育所運営費補助事業、病院内保育所施設整備費

補助事業が女性医師の増減に与える影響について分析する。モデル式、及び各変数の定義

は以下のように表される。ただし β0~10 は推定されるパラメータ、u は誤差項である。分

析は変量効果モデルを採択10している。 

 

●モデル式 

 

分析Ⅰ 

Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X1

2it+uit 

{i=1~47,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

 ●変数  

Yit：6 年間での女性医師の増減  

β0：切片  

X1：女性医師等就労環境改善事業実施年数  

X2：病院内保育所運営費補助事業実施年数 

X3：病院内保育所施設整備費補助事業実施年数 

X4：女性医師の賃金の対数値 

X5：女性医師の労働時間 

X6：出生率 

X7：1,000人あたり病床数 

X8：公営医療機関割合  

X9：病院に従事する医師の割合 

X10：内科医割合 

X11：外科医割合 

                                                   
10固定効果モデルとプ―リング回帰モデルによる分析も検討した。その際、固定効果モデルとの比較では Hausman 検

定により変量効果モデルが採択され、プ―リング回帰モデルとの比較では Breusch and Pagan 検定により変量効果モ

デルが採択されたため、変量効果モデルによる分析を行った。 
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X12：整形外科医割合 

uit：誤差項  

 

第 4 項 変数選択 

 分析Ⅰにおいては、被説明変数には平成 18 年度から平成 26 年度までの「医師・歯科医

師・薬剤師調査」から推定した女性医師数の増減を採用し、説明変数には前項で述べた三

つの政策変数と政策以外の影響をコントロールする変数を用いる。 

 

（1）被説明変数 

 

被説明変数には、「医師・歯科医師・薬剤師調査」の平成 18 年度から平成 26 年度におけ

る女性医師数から医師の増減を推計したものを採択した。また、地域ごとの女性医師の総

数の差を考慮するため、都道府県の女性医師の総数による重みづけを行った。 

「医師・歯科医師・薬剤師調査」は、2 年ごとの調査かつ 5 年の年齢階級ごとの公表とな

っているため、10 年ごとのコホート（集団）11しか作成できないというデータの制約が存

在する。そこで、被説明変数に関して、調査の取られていない奇数年についてはその前後

の偶数年の平均を使用してそれぞれの年齢階級別女性医師数を推定し、さらに 5 年ごとの

コホートを作成した。そのことにより、x 年から x+5 年の 6 年間（x,x+1,…x+5年）におい

て、その集団の女性医師の増減を算出することを可能とした（図 6）。 

また、年代については 30-34 歳の人が 35-39 歳になる時のコホートデータを採用した。 

多くの医師は 30 歳までに医師となることから、25-29 歳の人が 30-34 歳になるまでのコ

ホートを用いると、新規に医師となるものの影響が大きく、離職による影響を計ることが

できない。さらに、西（2013）では、女性医師が結婚や出産、育児などのライフイベント

を経験する時期である卒業後 10年以内に離職した割合が 92.4%を占めることが明らかとな

った。これらを踏まえ、本稿の検証仮説として、離職防止の検証を行うという性質を考え

た場合、30-34 歳の人が 35-39 歳になる時のコホートを用いることが妥当であると考えた。

                                                   
11 同時出生集団。コホートを用いた分析とは、計億的な社会調査データを用いて社会の変化を捉えようとする方法の

一つである。個々の調査データを単に時系列的に比較分析するのではなく、継続調査データの全体を有機的に結びつけ

ながら分析することができれば、社会の変動に関してより多くの知見が得られるとされる。 
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さらに、各コホートでの増減を比較した場合、最も減少が大きいコホートであることから

も、離職の影響を計るのに適していると考えられる。また、平成 21 年度から平成 26 年度

における各コホートでの増減を以下の表に示した（表 2）。 

 

女性医師数の増減= x 年から x+5 年の 6 年間での女性医師数の増減／x 年の女性医師の総数 

 

図 6 被説明変数の推計方法  

（筆者作成） 

 

表 2 平成 21-26 年度の全国での各コホートの増減 

（25-29）→（30-34） （30-34）→（35-39） （35-39）→（40-44） 

+1327.5 -198.0 +371.5 

（筆者作成） 

 

（2）説明変数 

〈都道府県の政策に関する変数〉 

 

●女性医師等就労環境改善事業実施年数 
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    女性医師の就労環境の改善に努める医療機関への補助を表す変数である。x 年から

x+5 年の間の女性医師の増減を考慮するため、6 年間（x,x+1,…x+5年）において政

策が実施された年数を変数として用いる。医療機関に対して女性医師の勤務環境改

善を促す効果があると考えられる。よって、予想される係数の符号は正である。 

 

●病院内保育所運営費補助事業実施年数 

  医療機関内の保育所の運営への補助を表す変数である。6 年間において政策が実施

された年数を変数として用いる。保育体制が確保できることから、子どもを持つ医

療従事者の離職防止を促進する効果があると考えられる。よって、予想される係数

の符号は正である。 

 

●病院内保育所施設整備費補助事業実施年数 

病院内保育所の新設・増改築等に要する工事費への補助を表す変数である。6 年間

において政策が実施された年数を変数として用いる。医療機関に対し保育体制の整

備を促す効果があり、子どもを持つ医療従事者の離職防止を促進する効果があると

考えられる。よって、予想される係数の符号は正である。 

 

〈政策以外の影響をコントロールする変数〉 

 

以下の変数は全て女性医師の増減を推計した 6 年間（x,x＋1,…,x+5年）の平均値を採用

した。 

 

●女性医師の賃金の対数値 

賃金が高いほど、女性医師の労働意欲が上昇すると考えた。予想される係数の符号

は正である。単位は円／時間である。 

 

●女性医師の労働時間 

労働時間の増加に伴い、仕事と家庭の両立が困難となり、勤務を継続することがで

きなくなることが考えられるため、この変数を採択した。予想される係数の符号は負

である。単位は時間／月である。 
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●出生率 

井手野ほか（2013）の「医師の生涯教育・復帰支援に関するアンケート調査」では、

臨床を離れた経験があると回答した女性のうち 85%は「出産・育児」を理由とした。

そのため、出生率は女性医師の勤務継続に影響を与えると考えた。予想される係数の

符号は負である。 

 

出生率＝出生数／人口×1,000 

 

●1,000人あたり病床数 

医療に対する需要の影響を取り除くために採択した。需要の増加に伴って、医師の

責任が増加し、責任への不安から継続が困難となる可能性があると考えられる。予想

される係数の符号は負である。 

 

1,000 人あたり病床数＝病床数／人口×1,000 

 

●公営医療機関割合 

公立病院と民営病院の間での差を考慮するためにこの変数を採択した。井奈波

（2013）より、民間病院と比較し公立病院における勤務医は、一週間の実労働時間が長

く、職業ストレスも多いということが示唆された。よって、公営医療機関の方が、勤

務環境が過酷であると考えられる。予想される係数の符号は負である。 

 

公営医療機関割合＝公営医療機関数／（公営医療機関数＋民営医療機関数） 

 

●病院に従事する医師の割合 

先行研究である野村ほか（2011）で変数として用いられているため採用した。病院

の場合、診療所と比較して入院患者が多いこと等、医師の労働環境が過酷であること

から、勤務の継続が困難であると考えられる。よって、予想される係数の符号は負で

ある。 
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病院に従事する医師の割合＝病院に従事する医師数／（病院に従事する医師数＋診

療所に従事する医師数） 

 

●診療科別割合 

特定の診療科の影響を取り除くために採択した。ここでは、とりわけ全医師に占め

る割合の高い内科、外科、整形外科を採択した。 

 

診療科別割合＝各診療科の医師数／全医師数 

 

表 3 変数の出典

 

（筆者作成）  

 

変数名 出典

6年間での女性医師数の増減 厚労省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より算出

女性医師等就労環境改善事業実施年数

病院内保育所運営費補助事業実施年数

病院内保育所施設整備費補助事業実施年数

女性医師の賃金の対数値

女性医師の労働時間

出生率 厚労省「人口動態調査」より算出

1,000人あたり病床数

公営医療機関割合

病院に従事する医師の割合

内科医割合

外科医割合

整形外科医割合

筆者実施の各都道府県へのアンケートより作成

厚労省「賃金構造基本統計調査」より算出

厚労省「医療施設調査」より算出

厚労省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より算出
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表 4 分析Ⅰの基本統計量

 

（筆者作成） 

 

第 5 項 推定結果 

推定結果は表 5 のとおりである。 

 

変数名 平均 標準偏差 最小 最大 標本数

6年間での女性医師数の増減 -0.0177 0.1026 -0.2698 0.3482 188

女性医師等就労環境改善事業実施年数 2.4521 2.0034 0 6 188

病院内保育所運営費補助事業実施年数 5.6862 1.2464 0 6 188

病院内保育所施設整備費補助事業実施年数 1.5904 1.8636 0 6 188

女性医師の賃金の対数値 3.6115 0.0791 3.3642 3.8455 188

女性医師の労働時間 173.2293 7.9216 151 201.5 188

出生率 8.2861 0.8704 6.1167 12.2 188

1,000人あたり病床数 14.8946 3.479 8.9829 25.251 188

公営医療機関割合 2.6743 0.2319 2.1953 3.2289 188

病院に従事する医師の割合 0.926 0.0223 0.8594 0.9661 188

内科医割合 0.2332 0.0253 0.1842 0.3082 188

外科医割合 0.0654 0.011 0.0379 0.0914 188

整形外科医割合 0.0745 0.006 0.0571 0.0876 188

基本統計量は小数点以下第4位まで表示している。
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表 5 推定結果 

（筆者作成） 

 

第 6 項 結果の解釈  

 以下では、分析Ⅰにおける仮説について解釈を行う。また、政策以外の影響をコントロ

ールする変数の解釈については分析Ⅱにおいて詳しく述べる。 

0.00947 *

( 0.00529 )

-0.00352

( 0.0102 )

0.00238

( 0.00632 )

-0.063

( 0.132 )

-0.00194

( 0.00137 )

0.00468

( 0.0157 )

0.00273

( 0.00425 )

0.0536

( 0.0922 )

-1.265 **

( 0.576 )

0.21

( 0.494 )

1.027

( 1.169 )

2.581

( 2.233 )

1.319

( 0.902 )

0.043
4.51 ***

46.34 ***

14.89

標本数 188

1)*,**,***はそれぞれ有意水準10％,5％,1％で

　　帰無仮説を棄却し、統計的に有意であることを示す。
2)係数の()は標準誤差を示している。

変量効果モデル
分析Ⅰ

係数

Hausman Test(　 　)

Breusch ang Pagan test( 　　)

R-square(within)
Ftest（F）

内科医割合

外科医割合

整形外科医割合

切片

女性医師の労働時間

出生率

1,000人あたり病床数

公営医療機関割合

病院に従事する医師の割合

女性医師の賃金の対数値

分析モデル
女性医師の増減

女性医師等就労環境改善事業実施年数

病院内保育所運営費補助事業実施年数

病院内保育所施設整備費補助事業実施年数
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●仮説 1 の女性医師等就労環境改善事業については、正に有意となり仮説が支持された。女

性医師の勤務環境の改善を行うことにより、仕事と家庭の両立が可能となり、離職の防止

につながると考えられる。 

 

●仮説 2 の病院内保育所運営費補助事業については、有意な結果とならず、仮説は支持され

なかった。各都道府県に行ったアンケート調査より、運営費に占める補助額が比較的少額

であり女性医師の離職防止に与える影響が限定的であることが示唆された。このことから、

有意な結果を得ることができなかったと考えられる。 

 

●仮説 3 の病院内保育所施設整備費補助事業については、有意な結果とならず、仮説は支持 

されなかった。日本医師会の資料より、施設整備の際の病院の費用負担が大きく、十分な

支援ができていないという考察が得られた。このことから、政策の効果が女性医師の離職

防止に与える影響が限定的であるという可能性が考えられる。 

 

分析Ⅰでは仮説 1 が支持され、勤務環境改善が女性医師の離職防止に影響を与えている

ことが明らかとなった。しかし、女性医師等就労環境改善事業の中のどの内容が離職防止

に影響を与えているのかは明らかとなっていない。そこで、分析Ⅱにおいては女性医師等

就労環境改善事業の具体的内容について定量的な分析を行う。 

 

第 3 節 分析Ⅱ 

 

第 1 項 検証仮説 

分析Ⅱにおいては、女性医師等就労環境改善事業の具体的内容である就労環境改善委員

会、短時間正規雇用制度、出勤希望日制、宿日直の免除、保育所以外の育児支援が女性医

師の離職防止に対し影響を及ぼすかどうか、分析Ⅰと同様、パネルデータを用いた分析に

よって明らかにする。分析Ⅱにおける仮説は以下の通りである。 
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●仮説 1「就労環境改善委員会」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

女性医師等の就労環境改善策を検討する会議を行う医療機関に対して、補助を行うもの

である。医療機関内での情報共有・制度設計を行う委員会の設置は、医療機関内の就労環

境の改善に効果があると考えられ、離職防止に対して正の影響を与えると考えた。 

 

●仮説 2「短時間正規雇用制度」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

仕事と家庭の両立のために、就業時間に制約がある女性医師が、正規型のフルタイム労

働よりも労働時間が短い形態で働くことに対する補助である。フルタイム勤務の緩和によ

り、出産・育児との両立が容易になるので離職防止に対して正の影響を与えると考えた。 

 

●仮説 3「出勤希望日制」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を目的とし、女

性医師が柔軟な勤務体制のもとで働くことに対する補助である。柔軟な勤務体制の構築に

より家庭との両立が容易になると考えられるので、離職防止に対して正の影響を与えると

考えた。 

 

●仮説 4「宿日直の免除」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を目的とし、宿

直や日直を免除する医療機関に対し補助を行うものである。女性医師の宿直・日直の免除

により、出産・育児との両立が容易になると考えられるので、離職防止に対して正の影響

を与えると考えた。 

 

●仮説 5「保育所以外の育児支援」は女性医師の離職防止に対して正の影響を与える。 

病院内保育所に関する取り組み以外に育児支援を行っている医療機関に補助を行うもの

である。当該政策では、主にベビーシッター等への補助を行っており、より柔軟な保育体

制の提供が可能となる。児玉ほか（2011）では、女性外科医の手術などの長時間勤務に対

応できる長時間保育を行っている保育所は限られており、倍率も高いため入所が難しいこ

とが示されている。当該政策によって、医師特有の勤務体制によって必要となる、保育所
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では対応しきれない保育サービスについても提供が可能となることから、離職防止に対し

て正の影響を与えると考えた。 

 

第 2 項 分析とデータの枠組み 

これらの仮説を検証するために分析Ⅱにおいては、分析Ⅰ同様、パネルデータを用いた

分析を行う。 

被説明変数には、分析Ⅰ同様、「医師・歯科医師・薬剤師調査」の平成 18 年度から平成

26 年度における女性医師数から医師の増減を推計したものを採択した。説明変数としては、

女性医師等就労環境改善事業の具体的内容を示す変数と、政策以外の影響をコントロール

する変数を採択した。また、アンケート調査の女性医師等就労環境改善事業に対して回答

を得られた1241 都道府県を対象として分析を行う。対象都道府県については以下の表に示

した（表 6）。 

また、政策どうしの相関が大きいため i～v に分けて分析を行った。 

 

表 6 分析Ⅱ対象都道府県 

（筆者作成） 

 

第 3 項 分析の概要 

女性医師等就労環境改善事業の具体的内容が女性医師の増減に与える影響について分析

する。モデル式、及び各変数の定義は以下のように表される。ただし β0~14 は推定される

                                                   
12 平成 28 年 10 月末現在 

北海道 埼玉 長野 奈良 愛媛
青森 東京 岐阜 鳥取 高知
岩手 神奈川 愛知 島根 福岡
宮城 新潟 三重 岡山 長崎
秋田 富山 滋賀 広島 熊本
山形 石川 京都 山口 宮崎
福島 福井 大阪 徳島 鹿児島
茨城 山梨 兵庫 香川 沖縄
群馬

分析対象都道府県



ISFJ2016 最終論文 

 

37 

 

パラメータ、u は誤差項である。分析Ⅱ-ⅰ、Ⅱ-ⅲ、Ⅱ-ⅳでは固定効果モデルを採択13し、

分析Ⅱ-ⅱ、Ⅱ-ⅴでは変量効果モデルを採択14している。 

 

●モデル式 

 

分析Ⅱ-ⅰ 

Yit=β0+β1X1it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X12it+β13X13it+β14X14it+uit 

{i=1~41,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

分析Ⅱ-ⅱ 

Yit=β0+β2X2it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X12it+β13X13it+β14X14it+uit 

{i=1~41,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

分析Ⅱ-ⅲ 

Yit=β0+β3X3it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X12it+β13X13it+β14X14it+uit 

{i=1~41,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

分析Ⅱ-ⅳ 

Yit=β0+β4X4it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X12it+β13X13it+β14X14it+uit 

{i=1~41,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

分析Ⅱ-ⅴ 

Yit=β0+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it+β9X9it+β10X10it+β11X11it+β12X12it+β13X13it+β14X14it+uit 

{i=1~41,  t=(2006-2011)～(2009-2014)} 

 

                                                   
13変量効果モデルとプ―リング回帰モデルによる分析も検討した。その際、変量効果モデルとの比較では Hausman 検

定により固定効果モデルが採択され、プ―リング回帰モデルとの比較では F 検定により固定効果モデルが採択された

ため、固定効果モデルによる分析を行った。 

14固定効果モデルとプ―リング回帰モデルによる分析も検討した。その際、固定効果モデルとの比較では Hausman 検

定により変量効果モデルが採択され、プ―リング回帰モデルとの比較では、Breusch and Pagan 検定により変量効果

モデルが採択されたため、変量効果モデルによる分析を行った。 
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Yit：6年間での女性医師の増減  

β0：切片 

X1：就労環境改善委員会実施年数 

X2：短時間正規雇用制度実施年数 

X3：出勤希望日制実施年数 

X4：宿日直の免除実施年数 

X5：保育所以外の育児支援実施年数 

X6：女性医師の賃金の対数値 

X7：女性医師の労働時間 

X8：出生率 

X9：1,000人あたり病床数 

X10：公営医療機関割合  

X11：病院に従事する医師の割合 

X12：内科医割合 

X13：外科医割合 

X14：整形外科医割合 

uit：誤差項  

 

第 4 項 変数選択 

分析Ⅱにおいては、分析Ⅰと同様の被説明変数、政策以外の影響をコントロールする変

数を用いる。以下、政策変数について詳細を述べる。 

 

（2）説明変数 

〈都道府県の政策に関する変数〉 

 

●就労環境改善委員会実施年数 

女性医師等の就労環境の改善策を検討する会議を行う医療機関に対して、補助を行

うものである。6 年間において政策が実施された年数を変数として用いる。就労環境を
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改善し、女性医師等の離職を防止し勤務を継続させることを促進する効果があると考

えられる。よって、予想される係数の符号は正である。 

 

●短時間正規雇用制度実施年数 

仕事と家庭の両立のために、就業時間に制約がある女性医師が、他の正規型のフル

タイム労働よりも労働時間が短い形態で正規として働くことに対する補助である。6 年

間において政策が実施された年数を変数として用いる。女性医師の離職を防止し勤務

を継続させることを促進する効果があると考えられる。よって、予想される係数の符

号は正である。 

 

●出勤希望日制実施年数 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を目的と

し、女性医師が柔軟な勤務体制のもとで働くことに対する補助である。6 年間において

政策が実施された年数を変数として用いる。女性医師の離職を防止し勤務を継続させ

ることを促進する効果があると考えられる。よって、予想される係数の符号は正であ

る。 

 

●宿日直の免除実施年数 

女性医師にとって仕事と家庭の両立ができる働きやすい勤務環境の整備を目的と

し、宿直や日直を免除する医療機関に対する補助である。6 年間において政策が実施さ

れた年数を変数として用いる。女性医師の離職を防止し勤務を継続させることを促進

する効果があると考えられる。よって、予想される係数の符号は正である。 

 

●保育所以外の育児支援実施年数 

病院内保育所に関する取り組み以外に育児支援を行っている医療機関に対し補助を

行うものである。6 年間において政策が実施された年数を変数として用いる。保育体制

が確保できることから、女性医師の離職を防止し勤務を継続させることを促進する効

果があると考えられる。よって、予想される係数の符号は正である。 
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表 7 変数の出典 2  

（筆者作成） 

 

表 8 分析Ⅱ-ⅰ～ⅴの基本統計量 

（筆者作成） 

 

第 5 項 推定結果 

推定結果は表 9 のとおりである。 

 

変数名 出典

6年間での女性医師数の増減 厚労省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より算出

就労環境改善委員会実施年数

短時間正規雇用制度実施年数

出勤希望日制実施年数

宿日直の免除実施年数

保育所以外の育児支援実施年数

女性医師の賃金の対数値

女性医師の労働時間

出生率 厚労省「人口動態調査」より算出

1,000人あたり病床数

公営医療機関割合

病院に従事する医師の割合

内科医割合

外科医割合

整形外科医割合

筆者実施の各都道府県へのアンケートより作成

厚労省「賃金構造基本統計調査」より算出

厚労省「医療施設調査」より算出

厚労省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より算出

変数名 平均 標準偏差 最小 最大 標本数

6年間での女性医師数の増減 -0.0177 0.1026 -0.2698 0.3482 164

就労環境改善委員会実施年数 0.4878 1.412 0 6 164

短時間正規雇用制度実施年数 1.6646 1.9916 0 6 164

出勤希望日制実施年数 0.4268 1.3156 0 6 164

宿日直の免除実施年数 1.4573 1.9702 0 6 164

保育所以外の育児支援実施年数 1.1585 1.8233 0 6 164

女性医師の賃金の対数値 3.6115 0.0791 3.3642 3.8455 164

女性医師の労働時間 173.2293 7.9216 151 201.5 164

出生率 8.2861 0.8704 6.1167 12.2 164

1,000人あたり病床数 14.8946 3.479 8.9829 25.251 164

公営医療機関割合 2.6743 0.2319 2.1953 3.2289 164

病院に従事する医師の割合 0.926 0.0223 0.8594 0.9661 164

内科医割合 0.2332 0.0253 0.1842 0.3082 164

外科医割合 0.0654 0.011 0.0379 0.0914 164

整形外科医割合 0.0745 0.006 0.0571 0.0876 164

基本統計量は小数点以下第4位まで表示している。
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表 9 分析Ⅱの推定結果 

（筆者作成） 

 

第 6 項 結果の解釈 

●仮説 1 の就労環境改善委員会については、正に有意となり仮説が支持された。医療機関内

での情報共有・制度設計が行われることで、医療機関内の就労環境が改善され、離職防止

につながると考えられる。 

 

分析モデル

女性医師の増減

0.0377 **

( 0.0173 )

0.0123 **

( 0.00585 )

0.0549 ***

( 0.0173 )

-0.00739

( 0.0108 )

0.0113 *

( 0.00609 )

-0.763 *** -0.255 * -0.614 *** -0.708 *** -0.252 *

( 0.213 ) ( 0.141 ) ( 0.208 ) ( 0.215 ) ( 0.142 )

-0.00658 *** -0.00449 *** -0.00696 *** -0.00719 *** -0.00408 ***

( 0.00216 ) ( 0.00158 ) ( 0.0021 ) ( 0.00219 ) ( 0.00155 )

-0.00885 0.00763 0.0181 -0.0639 0.00938

( 0.0965 ) ( 0.0144 ) ( 0.0948 ) ( 0.0957 ) ( 0.0143 )

0.0726 0.00326 -0.00233 0.0724 0.00214

( 0.103 ) ( 0.00431 ) ( 0.104 ) ( 0.105 ) ( 0.00422 )

0.12 0.0341 0.109 0.126 0.0286

( 0.0983 ) ( 0.0923 ) ( 0.0961 ) ( 0.101 ) ( 0.0931 )

-0.76 -1.504 *** -0.768 -0.463 -1.475 **

( 1.226 ) ( 0.574 ) ( 1.197 ) ( 1.248 ) ( 0.574 )

-1.948 0.0933 -0.607 -1.78 0.114

( 2.237 ) ( 0.501 ) ( 2.207 ) ( 2.283 ) ( 0.503 )

4.102 0.306 2.298 3.4 -0.0565

( 4.809 ) ( 1.114 ) ( 4.718 ) ( 4.91 ) ( 1.112 )

12.27 4.037 * 19.03 15.96 3.975 *

( 14.43 ) ( 2.182 ) ( 14.13 ) ( 14.75 ) ( 2.179 )

2.819 2.609 *** 2.558 2.674 2.532 ***

( 2.623 ) ( 0.925 ) ( 2.563 ) ( 2.672 ) ( 0.925 )

0.1793 0.1078 0.2151 0.1485 0.099

4.4 *** 4.1 *** 4.68 *** 4.13 *** 4.07 ***

30.66 *** 35.65 *** 37.59 *** 33.84 *** 35.08 ***

20.94 ** 12.52 22.64 *** 16.21 * 13.13

標本数 164 164 164 164 164

1)*,**,***はそれぞれ有意水準10％,5％,1％で帰無仮説を棄却し、統計的に有意であることを示す。

2)係数の()は標準誤差を示している。

分析Ⅱ-ⅳ 分析Ⅱ-ⅴ

Hausman Test(    )

女性医師等就労環境改善事業

R-square(within)
Ftest（F）

Breusch ang Pagan test(    )

内科医割合

外科医割合

整形外科医割合

切片

宿日直の免除実施年数

保育所以外の育児支援
実施年数

就労環境改善委員会
実施年数

出生率

女性医師の労働時間

分析Ⅱ-ⅰ

変量効果モデル 固定効果モデル

短時間正規雇用制度実施年数

出勤希望日制実施年数

分析Ⅱ-ⅱ 分析Ⅱ-ⅲ

公営医療機関割合

病院に従事する医師の割合

変量効果モデル
係数 係数 係数 係数 係数

固定効果モデル 固定効果モデル

女性医師の賃金の対数値

1,000人あたり病床数
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●仮説 2 の短時間正規雇用制度については、正に有意となり仮説が支持された。女性医師の

労働時間が短縮されることで、仕事と家庭の両立が容易となり、離職防止につながると考

えられる。 

 

●仮説 3 の出勤希望日制については、正に有意となり仮説が支持された。柔軟な勤務形態の

もとで働くことができるため、仕事と家庭との両立が容易となり、離職防止につながると

考えられる。 

 

●仮説 4 の宿日直の免除については、有意な結果とならず、仮説は支持されなかった。 

 佐野ほか（2009）によると、医師が就業場所の選択の際に重視する要因の分析において、

「1 週あたり勤務時間が増えること」と「1 か月あたり夜間宿直回数が増えること」がとも

に負に有意となったが、宿直はより係数値が高く、医師一般にとって忌避される傾向にあ

ることが分かる。 

上記の研究を踏まえると、女性医師自身にとっては、この制度が利用された場合、宿日

直の免除による勤務負担の軽減効果は大きいと考えられる。しかしながら、女性医師に代

わって宿直勤務をする医師にとっても負担感が大きいことから、女性医師が周囲に配慮し

て申請をためらい、制度の利用が限定的になる可能性がある。そのため、宿日直の免除に

よる効果が現れなかったものと解釈される。 

 

●仮説 5 の保育所以外の育児支援については、正に有意な結果となり、仮説が支持された。

女性医師の勤務に柔軟に対応することができるため、離職防止につながると考えられる。 

 

〈政策以外の影響をコントロールする変数〉 

最後に分析Ⅰ及びⅡにおける政策以外の影響をコントロールする変数に関して解釈を

行う。 

「女性医師の労働時間」、「病院に従事する医師の割合」は多くの分析で負に有意な結

果となり仮説が支持された。医師の勤務環境が過酷になることで、仕事と家庭を両立する

ことが困難になるためであると考えられる。 

また、「女性医師の賃金の対数値」は負に有意な結果となり仮説が支持されなかった。

負に有意な結果となった理由としては、配偶者である男性医師との関連があると考えられ
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る。女性医師の賃金が高い地域では、男性医師の賃金も高くなると考えられる。さらに、

先行研究である野村ほか（2011）より、女性医師の約 8 割は男性医師と結婚していると示

唆された。「ダグラス＝有澤の法則」より、世帯主の収入と配偶者の就労率には負の相関

があるとされているため、負に有意な結果が得られたと解釈できる。 

 最後に、「出生率」、「1,000 人あたり病床数」、「公営医療機関割合」、「診療科割

合」については、多くの分析で有意な結果を得ることができず、仮説が支持されなかった。

それらについては、今後の研究課題としたい。 
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第 4 章 政策提言 

第 1 節 政策提言の方向性 

 

前章では、「医師・歯科医師・薬剤師調査」から女性医師の増減を推計したデータを利用

し、パネルデータを用いて、女性医師の離職防止に関する現行の政策の効果を検証した。 

その結果、女性医師の離職防止に効果がある都道府県の取り組みとして、 

1. 女性医師等就労環境改善事業 

2. 就労環境改善委員会の設置に対する補助制度 

3. 短時間正規雇用制度を利用する際の補助制度 

4. 出勤希望日制を利用する際の補助制度 

5. 保育所以外の育児支援に対する補助制度 

があり、これらの政策がより推進されることで女性医師の離職を防止し、勤務の継続を促

進することができると分かった。この結果を踏まえ、女性医師の活躍を促進し、我が国の

医師不足を解消すべく、以下の四つの政策提言を行う。 

I. 女性医師等就労環境改善事業の導入 

II. 都道府県による就労環境改善のための委員会の設置 

III. 短時間正規雇用制度・出勤希望日制の利用促進のための環境整備 

IV. 育児支援におけるファミリー・サポート・センター事業の利用促進 

 

 次節では、四つの政策提言について、その効果や実現可能性にも触れながら詳述する。 

 

第 2 節 政策提言 
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第 1 項 女性医師等就労環境改善事業の導入 

 本稿の分析から、女性医師等就労環境改善事業の導入を促進することにより女性医師の

離職の防止を実現できることが明らかとなった。さらに、就労環境改善委員会の設置に対

する補助制度、短時間正規雇用制度を利用する際の補助制度、出勤希望日制を利用する際

の補助制度、保育所以外の育児支援に対する補助制度、という四つの具体的内容が有効で

あるということが明らかとなった。 

しかし、各都道府県に対して行ったアンケート調査によると、平成 28 年度時点で当事

業を行っている都道府県は 36 都道府県であり、さらに、有効であると分かった四つの具

体的内容を全て行っている都道府県は、調査の回答を得られた 41 都道府県のうち、3 県に

とどまる。 

したがって、女性医師等就労環境改善事業を実施していない都道府県に対し、当事業を

導入することを促進する。さらに、導入の際に分析から有効だと分かった四つの具体的内

容を盛り込むこともあわせて促進する。 

そこで、女性医師等就労環境改善事業の導入を促進するために以下の提言をする。 

 

【政策提言Ⅰ 好事例集の作成】 

  

  提言対象：厚労省 

  

 概要 

厚労省が、女性医師等就労環境改善事業を実施している都道府県の取り組み内容につい

ての好事例集を作成し、全都道府県に対してその事例集を提供することを提言する。都道

府県によっては多忙のため、事例集を配布しても、その有効的な活用に至らないこともあ

る。よって、厚労省は、簡潔に見やすく事例をまとめ、都道府県が短時間で事例集の内容

を把握できるように、それを電子化し配布する。事例集を電子化することにより、参考と

なる事例を容易に探し出すことが可能となる。 

 

 打ち出す理由と期待される効果 
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各都道府県に対するアンケート調査により、当事業を導入していない都道府県における

課題として、事業の制度設計が困難であることが明らかとなった。それに対し、厚労省が

制度設計の参考となる先行事例をまとめ、各都道府県に提示することで、事業の導入を促

進する。またその際に電子化することにより、都道府県の負担を軽減することができる。 

また、現在「『女性医師のさらなる活躍を応援する懇談会』報告書」において、勤務環

境改善の取り組み事例が紹介されているが、医療機関が主体となる事例が多く、都道府県

の具体的な事例は見当たらないため、都道府県がこれを参考にすることは難しい。よって、

都道府県が実施している取り組みに関する事例集を作成することで、各都道府県が行うべ

き取り組みがより明確になり、事業の導入につなげることができると考えられる。 

  

 実現可能性 

厚労省は、現在当事業を実施し一定の成果をあげている都道府県の好事例集をまとめ、

47 都道府県のみにそれを配布するため、時間的・金銭的コストは少ない。また、好事例集

の電子化により、事例集の作成費を節減することができる。よって実現可能性は高いとい

える。 

 

第 2 項 都道府県による就労環境改善のための委員会の設置 

 

【政策提言Ⅱ 都道府県による就労環境改善のための委員会の設置】 

 

提言対象：都道府県 

 

 本稿の分析により、女性医師の離職防止に有効であると明らかとなった女性医師等就労

環境改善事業の中でも、医療機関が設置する就労環境改善委員会に対する補助制度が、女

性医師の離職防止に対してより効果的であることが明らかとなった。 

 

 概要 
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女性医師の就労環境改善について各医療機関に意識づけを行うため、都道府県が主体と

なり各医療機関との情報共有の場を二次医療圏15ごとに設けることを提言する（図 7）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

現在委員会を設置していない医療機関は、委員会設置の必要性を認識し、就労環境改善

に取り組む必要がある。したがって、二次医療圏内の医療機関を集め、就労環境について

協議しながら各医療機関に対して意識づけを行うことにより、各医療機関の就労環境改善

委員会の設置またはその他の取り組みにつながると考える。 

また、各都道府県へのアンケート調査で明らかとなった、「医療機関のニーズ・実態が

明らかでない」という課題も、都道府県が各医療機関との情報共有の場を設けることで解

決できると考えられる。 

 

 実現可能性 

現在政府は、医療機関の勤務環境改善マネジメントシステム16のもとで、都道府県と一

体となって各医療機関の勤務環境の把握に取り組んでいる。よって、この提言は政府の方

針と合致するものである。また、都道府県内全ての医療機関で構成される委員会の設置は

困難であることから、二次医療圏ごとに設置することで、実現可能性は高くなると考えら

れる。 

 

                                                   
15各都道府県がそれぞれの医療計画において、一体の区域として病院等における入院に係る医療を提供することが相当

である単位として設定しているもの。地理的条件等の自然的条件や日常生活の需要の充足状況、交通事情等の社会的条

件を考慮して定められる。 
16国は、医療機関の自主的な取組みを支援するガイドラインを策定し、都道府県は、医療機関のニーズに応じた総合的・

専門的な支援を行う体制を整備する。これらによって、医療従事者の勤務環境改善に向けた各医療機関の取り組みを促

進する。 
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図 7 都道府県による就労環境改善のための委員会の設置 

（筆者作成） 

  

第 3 項 短時間正規雇用制度・出勤希望日制の利用促進のた

めの環境整備 

 

本稿の分析により、女性医師の離職防止に有効であると明らかとなった女性医師等就労

環境改善事業の中でも、短時間正規雇用制度及び出勤希望日制を利用する際の補助制度が、

女性医師の離職防止に対してより効果的であることが明らかとなった。 

 

【政策提言Ⅲ-ⅰ 複数主治医制の導入促進】 
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  提言対象：都道府県 

  

 概要 

女性医師等就労環境改善事業における短時間正規雇用制度及び出勤希望日制を利用

する際の補助制度の利用を促進することを目的とし、都道府県が、各医療機関に対し

複数主治医制の活用を促すために補助金を交付することを提言する（図 8）。複数主治

医制は、一人の患者の治療に対し、複数の主治医が対応可能であるように体制を整備

するものである。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

厚労省への聞き取り調査より、女性医師が、短時間正規雇用制度や出勤希望日制な

どを利用する際、周囲の目や職場の雰囲気から、制度を利用しづらくなっていること

が示唆された。加えて、都道府県へのアンケート調査でも、女性医師が短時間の勤務

体制を利用するには、制度の整備だけでなく周りの理解が不可欠であることが示され

ている。すなわち、これらの制度の利用をさらに促進するためには、制度を活用しや

すい職場環境整備や、雰囲気づくりが重要である。そこで、医療機関に対し複数主治

医制の導入を促進することにより、制度を活用しやすい職場環境の整備を進め、女性

医師が離職せずに勤務を継続することを可能にする。 

従来の主治医制は、患者の緊急時なども担当の主治医が駆けつける必要があり、結

果として 24 時間 365 日勤務となるというデメリットを持つ。これに対し、複数主治

医制は、新たに医療機関内の医師を増やすことなく、医師の勤務形態を柔軟にすると

いうメリットがある。また、複数人が対応可能であることから、仮に女性医師等が育

児中であっても、他の医師がその分をカバーすることができるというメリットがある。

さらに、育児中の女性医師だけでなく、子どものいない女性医師や男性医師の勤務形

態にまでも柔軟性をもたせることができるため、医療機関全体の勤務環境改善につな

がり、結果として勤務緩和のための制度が活用しやすい職場環境の整備、さらには雰

囲気づくりが可能になる。 

 

 実現可能性 
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 複数主治医制の導入は、現在政府による勤務環境改善マネジメントシステムでも推

奨されているため、これを都道府県が推し進めることは政府の方針と合致する。また、

大阪府や茨城県においては、女性医師等就労環境改善事業において、複数主治医制の

導入自体が既に補助対象となっている。このように先進的事例となる都道府県が存在

することから、実現可能性は高いといえる。 

 

【政策提言Ⅲ-ⅱ 複数主治医制の導入時の課題の改善】 

 

提言対象：都道府県 

 

 概要 

 複数主治医制の導入時に患者への理解、医師の負担増加が課題となる。前者につい

ては、医療機関に対し複数主治医制のメリットについて周知し、各医療機関に対する

患者の理解を促進することを提言する。後者については医師の負担感を軽減するため、

医師事務作業補助者の導入の促進を提言する。医師事務作業補助者とは、医師が行う

業務のうち、事務的な業務をサポートする職種のことであり、国家資格や経験などは

必要とされない。また、業務内容は各医療機関が実態に応じて定めている。 

 

 打ち出す理由と期待される効果 

 複数主治医制のデメリットとして、患者との信頼関係の構築が難しい点が挙げられ

る。がんなど比較的重症な病気で、治療が長期に渡る場合には、治療を進める際に患

者との信頼関係の構築が重要となる。また、医師は、引き継ぎやカンファレンスの際

に、多くの患者の基本的な情報や治療の経過を把握している必要がある。そのため、

情報の共有という点において業務量がかえって増加してしまうおそれがある。以上よ

り、複数主治医制の導入を促進するためには、患者に対し複数主治医制について理解

を得ること、そして医師を支える環境が必要だといえる。 

患者に対し理解を促すことにより、複数主治医制の導入のハードルが低くなるとい

う効果が期待される。また、医師事務作業補助者の雇用を促すことにより、複数主治

医制を導入する際に課題となる医師の業務負担が軽減され、当制度の導入が容易とな

る。厚労省によると、大阪済生会吹田病院においては、実際に医師事務作業補助者を
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導入し、結果として医師から良好な評価を得ていることが明らかとなっている。医師

事務作業補助者について医療機関に対し情報提供を行うことで、複数主治医制の導入

を容易にすることが必要である。 

 

 実現可能性 

医療機関に対して、制度についての患者へ周知することを促すことや医師事務作業

補助者についての周知を行うことについては金銭的費用が少ないため、実現可能性は

高いといえる。 

 

図 8 複数主治医制の導入

 

（筆者作成） 
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第 4 項 育児支援におけるファミリー・サポート・センター

事業の利用促進 

 

【政策提言Ⅳ 育児支援におけるファミリー・サポート・センター事業の利用促進】 

 

  提言対象：都道府県 

 

本稿の分析により、女性医師の離職防止に有効であると明らかとなった女性医師等就労

環境改善事業の中でも、保育所以外の育児支援に対する補助制度が、女性医師の離職防止

に対してより効果的であることが明らかとなった。 

 

 概要 

女性医師に対する保育所以外の育児支援を充実させるために、「ファミリー・サポー

ト・センター事業」の情報提供及び活用促進を提言する。ファミリー・サポート・セ

ンターとは、育児の援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いたい人（提供会員）

によって構成される保育サポートシステムであり、援助内容としては、保育所までの

送迎や、放課後や緊急時等の預かり対応などがある（図 9）。こうした地域全体での保

育サポートシステムを活用するために、都道府県や都道府県医師会のホームページで

女性医師に対してファミリー・サポート・センターの情報提供を行う。また、女性医

師等就労環境改善事業内で育児支援としてのファミリー・サポート・センターを利用

することを促し、女性医師に対して援助を行った医療機関に対して、都道府県が補助

金を交付する（図 10）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

現状で医療機関によって行われている取り組みとしては、主にベビーシッターの雇

上やファミリー・サポート・センターの利用がある。しかし、ベビーシッターについ

てみると、ベビーシッター事業者の数は人口が多い地域に偏りやすい傾向にあり、地

域によっては、女性医師が思うようにベビーシッターを活用できない可能性がある。

厚労省が活用を促す公益社団法人全国保育サービス協会のホームページによると、協

会に加盟しているベビーシッター事業者が存在しない地域は、14 県にものぼる。  
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そこで、市町村が実施する地域保育サービスシステム、ファミリー・サポート・セ

ンター事業を活用する。センターの運営や活用の推進を行うファミリー・サポート・

センター事業は、平成 26 年時点で 769 市町村において実施されており、多くの地域で

利用することができる。この制度の活用により、女性医師の過酷な勤務体制に柔軟に

対応できる保育システムが多くの地域で構築され、女性医師の仕事と育児の両立を可

能にする。 

 

 実現可能性 

 現時点で、都道府県または都道府県医師会による女性医師への支援に関するホーム

ページ内において、ファミリー・サポート・センター事業を行っている地域・サービ

ス内容について情報提供を行っているところや、実際に補助を行っている都道府県も

あるため、実現可能性は高いと思われる。 

 

図 9 ファミリー・サポート・センターの概要 

（筆者作成） 
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図 10 ファミリー・サポート・センターの活用促進 

（筆者作成） 

 

第 3 節 政策提言の効果 

 

本節では、政策提言Ⅰの効果を検証する。女性医師等就労環境改善事業の具体的内容で

ある、就労環境改善委員会の設置に対する補助制度、短時間正規雇用制度を利用する際の

補助制度、出勤希望日制を利用する際の補助制度、保育所以外の育児支援に対する補助制

度を実施した場合の効果に関する試算を行う。 

 

 就労環境改善委員会の設置に対する補助制度 

分析Ⅱ-ⅰにおいては、就労環境改善委員会実施年数の係数は 0.0377 となった。ア

ンケート調査で回答を得られた 41 都道府県のうち、現在実施されていない 36 都府県

で新たに実施された場合の効果の試算を行う。計算式は以下の通りである。 
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この計算式では、平成 26 年に追加的に 1 年間実施した場合の離職防止の効果を導

出する。i は実施していない都府県を表す。 

∑（0.0377 ×都府県 iの平成 26年の女性医師数）

36

𝑖=1

 

上記の計算より、就労環境改善委員会の設置に対して補助制度を設けていない都府

県がこれを導入した場合、1 年間で約 281 人の離職を防止できるとの結果を得られた。 

 

 短時間正規雇用制度を利用する際の補助制度 

分析Ⅱ-ⅱにおいては、短時間正規雇用制度実施年数の係数は 0.0123 となった。ア

ンケート調査で回答を得られた 41 都道府県のうち、現在実施されていない 20 都県で

新たに実施された場合の効果の試算を行う。計算式は以下の通りである。 

この計算式では、平成 26 年に追加的に 1 年間実施した場合の離職防止の効果を導

出する。i は実施していない都県を表す。 

∑（0.0123 ×都県 iの平成 26年の女性医師数）

 0

𝑖=1

 

上記の計算より、短時間正規雇用制度を利用する際の補助制度を設けていない都県

がこれを導入した場合、1 年間で約 49 人の離職を防止できるとの結果を得られた。 

 

 出勤希望日制を利用する際の補助制度 

分析Ⅱ-ⅲにおいては、出勤希望日制実施年数の係数は 0.0549 となった。アンケー

ト調査で回答を得られた 41 都道府県のうち、現在実施されていない 36 都道府県で新

たに実施された場合の効果の試算を行う。計算式は以下の通りである。 

この計算式では、平成 26 年に追加的に 1 年間実施した場合の離職防止の効果を導

出する。i は実施していない都道府県を表す。 

∑（0.0549 ×都道府県 iの平成 26年の女性医師数）

36

𝑖=1
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上記の計算より、出勤希望日制を利用する際の補助制度を設けていない都道府県が

これを導入した場合、1 年間で約 482 人の離職を防止できるとの結果を得られた。 

 

 保育所以外の育児支援に対する補助制度 

分析Ⅱ-ⅳにおいては、保育所以外の育児支援実施年数の係数は 0.0113 となった。

アンケート調査で回答を得られた 41 都道府県のうち、現在実施されていない 27 都府

県で新たに実施された場合の効果の試算を行う。計算式は以下の通りである。 

この計算式では、平成 26 年に追加的に 1 年間実施した場合の離職防止の効果を導

出する。i は実施していない都府県を表す。 

∑（0.0113 ×都府県 iの平成 26年の女性医師数）

 7

𝑖=1

 

上記の計算より、保育所以外の育児支援に対する補助制度を設けていない都府県が

これを導入した場合、1 年間で約 73 人の離職を防止できるとの結果を得られた。 

 

第 4 節 政策提言のまとめ 

 

 提言Ⅰによって、女性医師等就労環境改善事業を導入していない都道府県においても容

易に先行事例を把握することが可能となり、さらに多くの都道府県において施策が導入さ

れることが期待される。 

 提言Ⅱによって、就労環境に関する情報を共有することにより、各医療機関における就

労環境改善への意識づけを行うことが可能となり、各医療機関での委員会の設置、さらに

は就労環境改善のための制度設計が促進されると考えられる。 

 提言Ⅲによって、医師の制度申請へのためらいが少なくなることにより、女性医師の制

度利用が促進されると考えられる。 

 提言Ⅳによって、ベビーシッター等の制度が整備されていない地域においてもさらに保

育所以外の育児支援が促進される。 
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 以上で提言した政策により、女性医師等就労環境改善事業の導入が促され、女性医師の

勤務の負担軽減・育児支援の充実が図られることから、女性医師の離職防止につながると

考える。また、それが医師不足解決の一助となることにより、本稿のビジョンである「安

心できる医療提供体制の構築」が達成される。政策提言の枠組みは図 11 に示した。 

 

図 11 政策提言の枠組み 

（筆者作成） 
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おわりに 

 

本稿では、安定的に医師を確保することで、「安心できる医療提供体制の構築」を実現す

ることをビジョンとして、近年増加している女性医師の勤務環境の整備に焦点をあてた。

文献調査や厚労省ならびに大阪府に対する聞き取り調査から、女性医師が勤務を継続する

上での課題を洗い出し、現状の把握に取り組んだ。そのうえで、都道府県が実施している

勤務環境の整備に関する施策について実証分析を行い、その結果をもとに、女性医師の離

職を防止し、勤務継続を可能にする政策を提言した。また、提言の際には、都道府県に対

し行ったアンケート調査により得られた各施策についての課題を考慮し、実態に合った提

言ができるよう工夫した。 

本稿の分析では、社会全体の政策が、個々の医師ではなく医療資源としての医師の供給

に与える効果を分析するために、各都道府県の女性医師数のデータを使用した。しかしな

がら、より正確に分析を行うためには、女性医師の勤務継続に関する問題が根本的には個々

の意思に関わるものであるという性質上、考慮できなかった要因を検討する必要もある。

さらに、データ入手の制約上、被説明変数を作成するにあたり推定値を用いているため、

女性医師の離職者数を正確に捉えることはできなかった。これらの点については、今後の

研究課題としたい。 

本稿の執筆にあたって、聞き取り調査にご協力いただいた、厚生労働省医政局医事課、

大阪府健康医療部保険医療室医療対策課からは丁寧かつ有益な情報を頂いた。また、多く

の都道府県の担当者の方にも、アンケート調査、及びデータの収集に協力していただいた。

ここに感謝の意を表し、本稿の締めとする。 
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・厚生労働省（2016）「医療従事者の勤務環境改善関係参考資料」 

＜https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/outline/download/pdf/160229_shiryou.pdf＞ 

・厚生労働省（2016）「地域医療介護総合確保基金」 

＜http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000109016.pdf＞ 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/ikuji-kaigo01/dl/ikuji-kaigo01-01.pdf
https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/outline/download/pdf/160229_shiryou.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000109016.pdf
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・河野ほか（2009）「女性外科医が長く仕事を続けるためには何が必要か」 

＜https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjsa/70/10/70_10_2929/_pdf＞ 

・児玉ひとみ・竹宮孝子・斎藤加代子・大澤真木子・岡本高広（2011）「女性外科医に必要な

育児支援」 

＜https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjsa/72/12/72_2989/_pdf＞ 

・埼玉県（2015）「平成 27 年度女性医師等就労支援事業費補助金交付要綱」 

＜http://www.pref.saitama.lg.jp/a0703/documents/youkou_1.pdf＞ 

・佐賀大学「SAGAJOY 佐賀県女性医師等就労支援事業」 

＜http://www.saga-joy.jp/sagajoy/index.html＞ 

・首相官邸（2014）「『日本再興戦略』改訂 2014」 

＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/dai14/siryou.pdf＞ 

・総務省（2015）「医師等の確保対策に関する行政評価・監視＜調査結果に基づく勧告＞」 

＜http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/91719.html＞ 

・東京都（2014）「医師勤務環境改善事業補助金交付要綱」 

＜

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/iryo/sonota/kinmukankyoukaizen/kinmukankyou

kaizenji/index.files/koufuyoukou.pdf＞ 

・東京都福祉保健局「病院内保育所運営事業について」 

＜http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kodomo/hoiku/H20innaihoiku.html＞ 

・栃木県「栃木の女性医師支援について」 

＜http://www.pref.tochigi.lg.jp/e02/jyosei-isi.html＞ 

・中村隆（1989）「継続調査によって社会の変化を捉える コウホート分析の方法」 

＜https://www.jstage.jst.go.jp/article/ojjams/4/2/4_2_2_5/_pdf＞ 

・奈良県「女性医師就労支援事業」 

＜http://www.pref.nara.jp/dd.aspx?menuid=36698＞ 

・新潟県（2016）「新潟県女性医師等勤務環境改善モデル事業補助金交付要綱」 

＜http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/429/676/yoko-jyosei.pdf＞ 

・西基（2013）「医師・看護師の婚姻状況」『北海道医療大学看護福祉学部紀要』20 号,pp.37-40 

・日本医師会「女性医師の勤務環境の整備に関する講習会用スライド」 

＜http://www.med.or.jp/doctor/female/course/001726.html＞ 
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・日本医師会（2009）「女性医師の勤務環境の現況に関する調査報告書」 

＜http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20090408_2.pdf＞ 

・日本医師会（2015）「病院における必要医師数調査結果」 

＜http://www.jmari.med.or.jp/download/WP346.pdf＞ 

・長谷川敏彦（2006）『日本の医師需給の実証的調査研究』pp.11 

・広島県（2015）「女性医師等就労環境改善事業補助金交付要綱」 

＜

http://www.dn-hiroshima.jp/www/contents/1336696369863/files/jyoseiisitoushuuroukannk

youseijijigyouyoukou.pdf＞ 

・北海道医師会「女性医師等支援相談窓口」 

＜http://www.hokkaido.med.or.jp/josei-dr-shien/law/index.htm＞ 

・文部科学省（2010）「これまでの医学部入学定員増等の取り組みについて」 

＜

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/043/siryo/__icsFiles/afieldfile/2011/01/

18/1300372_1.pdf＞ 

・山梨県「病院内保育所施設整備費補助事業」 

＜https://www.pref.yamanashi.jp/imuka/innaihoikuseibi.html＞ 

・労働政策研究・研修機構（2012）「勤務医の就労実態と意識に関する調査」 

＜http://www.jil.go.jp/institute/research/2012/documents/0102.pdf＞ 

・和歌山県（2014）「女性医師等就労支援事業補助金交付要綱」 

＜http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/050100/imuka/documents/99kohuyoko_000.pdf＞ 

 

データ出典 

・厚生労働省（2006,2008,2010,2012,2014）「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

＜ 

https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=00000103

0962&requestSender=dsearch＞ 

・厚生労働省（2006～2014）「賃金構造基本統計調査」 

＜ 

http://www.hokkaido.med.or.jp/josei-dr-shien/law/index.htm
http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/050100/imuka/documents/99kohuyoko_000.pdf
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https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=00000101

1429&requestSender=dsearch＞ 

・厚生労働省（2006～2014）「人口動態調査」 

＜ 

https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=00000102

8897&requestSender=dsearch＞ 

・厚生労働省（2006～2014）「医療施設調査」 

＜ 

https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=00000103

0908&requestSender=dsearch＞ 

 

(URL は全て 2016.11.11 閲覧) 

 

（別添 1） 

大阪府庁 ヒアリング調査概要 

実施日 場所 

2016 年 8 月 24 日 大阪府庁 

参加者 

大阪府 健康医療部保険医療室医療対策課 担当者 2 名 

大阪大学赤井研究会 白石佳菜子 松本侑馬 山田怜美 横田真由子 

議事内容 

●大阪府では女性医師の離職防止、復職支援に関してどのように取り組んでいるか（事業の

実施状況・大阪府の特徴的な施策・課題・問題点などあれば）。 

短時間勤務支援、保育支援、復職支援等を行っている医療機関に対し、補助金を交付。補

助金の額としては、11,140 千円を上限に申請額の 1／2 を交付。現在は、約 300 医療機関

を対象としており、補助申請する医療機関は毎年約 45 医療機関、実際に事業を実施する医

療機関は約 35 医療機関である。医療機関からは、「本事業を活用することによって、離職

を考えていた女性医師が離職することなく継続して勤務を続けることができた」、「採用

困難な診療科目の女性医師をつなぎとめることができ、地域医療を確保できた」などの成

果が報告されており、一定の成果があることが明らかとなっている。また、課題としては、
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女性医師が年々増加している中で、今後事業の継続のためにも、財源の確保が必要とされ

ている点が挙げられる。 

 

●平成 26 年から、女性医師等就労支援事業に関する枠組みが変わったが、その際に大阪府

では、政策の変化はあったか。 

財源が、国庫補助基金から地域医療介護総合確保基金に変更されたのみで、政策としての

変化はなし。しかし、財源が変わったことにより、地方の負担率は増加した。具体的な負

担率としては、地域医療介護総合確保基金は国 2／3、都道府県 1／3 である。 

 

●これらの女性医師の離職の防止・復職に効果のある施策はどのようなものであると考えて

いるか。 

医療機関に対する聞き取り調査から、医療機関は復職支援よりも女性医師の離職を防止す

る施策の方を求めている傾向がつかめる。麻酔科のような、専門技術が求められ且つ人数

も少ない診療科においては、離職防止施策が重要な意味を持つ。 

 

●女性医師の離職の防止・復職に効果のある施策について効果の検証は行われているのか。 

現在は政策を拡大している過程であり、十分な効果検証は未だなされていない状態である。 

 

●現状の厚生労働省での制度設計に関して不満もしくは要望はあるか。 

予算の増加。 

 

●「女性医師支援センター」について、府としてその実績について把握されているか。また

把握していれば、それをどのように測っているか。 

勤務環境改善センターを私立病院協会に委託している。 

 

●「地域医療介護総合確保基金」では、どの政策にどれくらいの予算配分をするのかという

ことについて、都道府県の裁量で決めることになっているのか。 

はい。 
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●今後の女性医師の政策について、どのような方向で考えられているか。 

女性医師の就労支援は、様々な角度からの支援が必要と思われる。 

 

 

（別添 2） 

厚生労働省 電話調査概要 

実施日 

2016 年 10 月 18 日 

参加者 

厚生労働省医政局医事課 医師臨床研修推進室 担当者 1 名  

大阪大学赤井研究会 白石佳菜子 松本侑馬 

議事内容 

【離職・政策の一般について】 

●厚生労働省として、女性医師の主な離職要因は何であると考えているか？ 

多いものから出産、子育て、自分の病気療養、夫の仕事の都合上等が挙げられるが、出

産・子育てがその大部分を占めている。その解決策として、①職場の理解、②相談窓口、

③勤務体制、④診療体制、⑤保育体制、⑥復職支援が挙げられる。 

 

【就労環境事業について】 

●就労環境事業について周知の工夫は何をしているのか。 

都道府県に対しての周知や、女性医師支援センター事業では各学会や都道府県に対して

の広報を行っている。 

 

●都道府県に対するアンケート調査より、短時間正規雇用制度を利用することに関して周

囲に気を遣い利用を控えてしまうことが分かったが、どのように考えているか。 

重要な問題だと認識している。チーム医療を推進し、交代制で勤務することで解決して

いこうとしている都道府県が多い。 

 

【院内保育所事業について】 

●院内保育所と事業所内保育所は混同していないか。 
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担当部署が異なるので、正確に答えることはできないが、非常に重要な指摘である。二

つの事業のメリット・デメリットが分かりづらいという問題がある。 

 

●今後、女性医師に対する政策として厚労省としてどのようなものを考えているか。 

女性医師のキャリア支援モデル事業を実施し、効果のあったモデル事業を普及啓発、推

進していこうと考えている。現在、岡山大学と名古屋大学において、昨年から女性医師

キャリアモデル推進事業を実施している。内容としては、リーダー研修会の実施とその

振り返りや相談窓口にコーディネーターを付けるなどである。 
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（別添 3） 

分析Ⅰにおいて、変数どうしが相関している可能性があるため、各変数を除いても結果

が変化しないかを確認する必要がある。そのため、下記のように別途分析を行った。これ

より、安定した結果を得られていることが立証された。
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（別添 4） 

以下の項目についての質問紙を Excel ファイルで作成し、各自治体の担当の方にメール

で添付し回答を得た。この質問紙を文書化したものを以下に参考資料として掲載する。 

 

1－1 女性医師等就労支援事業内における就労環境改善事業について（2006 年～2014 年） 

 医療機関を対象とした、女性医師等が短時間勤務などで現場復帰する際の代替職

員の人件費補助  

・実施の有無 ・実施していればその実施額 

 

1－2 就労環境改善事業の具体的な取り組み内容  

・取り組みの有無 

① 短時間勤務の導入 

② 出勤希望日制の導入 

③ 宿日直の免除 

④ 保育所以外の育児支援（ベビーシッターの雇上等） 

⑤ 院内での就労環境改善委員会の設置 

⑥ その他{自由記入} 

 

1－3 就労環境改善事業を実施する際の課題について{自由記入} 

 

 

2－1 病院内保育所運営費補助事業について（2006 年～2014 年） 

 医療機関を対象とした、病院内保育所の運営に対する補助について  

・実施の有無 ・実施していればその実施額 

 

2－2 病院内保育所運営費補助事業を実施する際の課題について{自由記入} 

 

 

3－1 病院内保育所施設整備費補助事業について 

 医療機関を対象とした、病院内保育所の施設整備に対する補助について  
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・実施の有無 ・実施していればその実施額 

 

3－2 病院内保育所運営費補助事業を実施する際の課題について{自由記入} 

 

 

4－1 その他女性医師の離職防止に関する政策{自由記入} 

 


